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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成 27 年４月１日（予定）を効力発生日として、当社 100％

出資の連結子会社である株式会社小野測器宇都宮（以下、「小野測器宇都宮」）を吸収合併（以下、「本合

併」）することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

なお、本合併は 100％出資の子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省

略して開示しています。 

 

記 

 

１．本合併の背景および目的 

小野測器宇都宮は、平成５年の設立以来、主として当社が販売する計測機器の製造を担ってまいり

ました。昨今では、計測機器の設計業務の取込みや、同社事業場への自動車試験機に係る実験棟の新

設など、機能強化にも取り組んでおります。 

このたび、両社にまたがる経営資源の統合と効率化により、事業価値の向上を図るため、当社によ

る吸収合併を行い、組織的に一体となって成長を目指すことといたしました。 

 

２．本合併の要旨 

(1) 本合併の日程 

取締役会決議日   平成 26 年 12 月４日   

合併契約締結日   平成 26 年 12 月４日   

実施予定日（効力発生日）  平成 27 年４月１日（予定）  

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第３項に規定する簡易合併であり、小野

測器宇都宮においては会社法第 784 条第１項に規定する略式合併であるため、それ

ぞれ合併契約承認株主総会を開催いたしません。 

 

(2) 本合併の方式 

当社を存続会社とし、小野測器宇都宮を消滅会社とする吸収合併方式で、小野測器宇都宮は解

散いたします。 

 

(3) 本合併に係る割当の内容 

本合併による株式その他の金銭等の割当はありません。 

 

(4) 本合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

小野測器宇都宮は新株予約権および新株予約権付社債を発行しておりません。 

 



３．本合併の当事会社の概要 

 存続会社 

（平成 26 年 9 月 30 日現在） 

消滅会社 

（平成 26 年 9 月 30 日現在） 

商号 株式会社小野測器 株式会社小野測器宇都宮 

本店所在地 神奈川県横浜市港北区新横浜３丁目 

９－３ 

栃木県宇都宮市西川田南２丁目 

４－13 

代表者の役職・氏名 取締役社長 小野雅道 取締役社長 大越祐史 

事業内容 計測機器、特注試験装置の開発・製造・

販売およびアフターサービス 

当社販売製品の一部開発・製造およ

び修理・校正サービス 

資本金 7,134 百万円 90 百万円 

設立年月日 昭和 29 年１月 20 日 平成５年 7 月 1 日 

発行済株式 13,500,000 株 1,800 株 

決算期 12 月 31 日 12 月 31 日 

大株主及び持株比率 (株)明電舎 

桂    武 

(株)三菱東京 UFJ 銀行  

小野測器代理店・特約店持株会

小野測器取引先持株会 

小 野 隆 彦 

（平成 26 年 6 月 30 日現在） 

6.55%

4.89%

4.76%

3.70%

3.54%

3.06%

 

(株)小野測器   100% 

直前事業年度(平成 25 年 12 月期)の財政状況及び経営成績 

総資産 20,241 百万円 925 百万円 

純資産 14,713 百万円 496 百万円 

1 株当たり株主資本 1,070.0 円 276,051.6 円 

売上高 11,932 百万円 1,917 百万円 

営業利益 1,418 百万円 207 百万円 

経常利益 1,631 百万円 212 百万円 

税引前当期純利益 1,697 百万円 212 百万円 

当期純利益 1,197 百万円 128 百万円 

1 株当たり当期純利益 88.7 円 71,294.2 円 

(注)百万円未満の金額は切り捨てで表示しております。 

当社は、平成 26 年 7 月１日付で株式２株を１株とする株式併合を実施しております。上記表中にお

いては、前会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、1 株当たり株主資本および 1 株

当たり当期純利益を算定しております。 

当社は、自己株式 851,697 株を保有しています（平成 26 年 12 月 3 日現在）。 

 

４．本合併後の状況 

本合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期についていずれ

も影響はありません。 

 

５．業績に与える影響 

本合併は、当社の 100％出資の連結子会社との合併であるため、連結業績への影響はありません。 

 

以 上 


